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***講演会から***
都市再生による国際競争力の強化
Reinforcement of the International Competitiveness by the City Reproduction 
清水昌博*
1 .はじめに
1990年代以降，いわゆるパブ‘ル経済崩壊後の経済低
迷時期には国・地方財政の悪化も伴い公共事業抑制がな
された. 日本はこんにちまで続く経済の長期低迷期間，
失われた 20年ともいわれているが，この間に 1997年の
アジア通貨危機を乗り越えたアジア諸国は，環状道路な
どのインフラ整備が急速に進み，我が国以上の整備状況
となり 5)著しい経済発展を遂げている.
グローパル競争が激化する中，都市再生が国民生活の
向上，ひいては経済の活性化などの観点、からその重要性
が認識され， 2001年(平成 13年)4月の緊急経済対策
では都市再生の具体的施策が打ち出された 1)
都市の再生の推進に関する基本方針等について定め，
都市再生特別措置法3)により創設された都市再生緊急
整備地域では重点的に都市の再生の推進が図られ，経済
の再生とも密接に関係し，こんにちに至っている.
かつて社会学者のエズラ・F・ヴォーゲル氏が著書 「ジ
ャパン・アズ・ナンバーワン」で， 1日本の高い技術レ
ベルや世界中から学ぼうという姿勢など，これらこそが，
日本が強く豊かな社会でいられる基盤である」と述べて
いることを紡併させるような施政方針演説が 2013年 2
月 28日に行われた 1今こそ世界ーを目指そうJ，r日
本が持つ最先端の技術やイノベーションにより日本は
再び世界ナンバーワンの国になれる」と安倍総理が呼び
かけた.
その経済活動の場を提供する都市はより高度化した
都市に生まれ変わろうとしている.その一つ，渋谷駅周
辺では，駅中心部の再編とともに 5つの再開発事業が今
後数十年にわたり進められようとしている.
本稿は， 2012年 11月開催の東洋大学工業技術研究所
講演会の講演内容を中心に，その後，明らかになったも
のは直近の現況を紹介することとする.
本東急建設株式会社
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2.都市再生の意義
2. 1 都市再生と経済の活性化との相関
政府が 2002年(平成 14年)7月に定めた「都市再生基
本方針J4)には， 121世紀の我が国の活力の源泉である
都市について，急速な情報化，国際化，少子高齢化等の
社会経済情勢の変化に対応して，その魅力と国際競争力
を高めることが，都市再生の基本的な意義である.また，
都市再生は，民間に存在する資金やノウハウなどの民間
の力を引き出し，それを都市に振り向け，さらに新たな
需要を喚起することから，経済再生の実現につながる」
としている 4) ここでは，かつての公的資金による開発
から PFI(Private Financ巴 Initiative)など民間資金
を活用したインフラ整備の推進を謡っている.この時の
都市再生基本方針は，当時の緊急経済対策の重要な政策
の一つであるといえる.
減災・防災の観点からも持続可能な都市や地域づくり
の重要性がいわれる昨今，御手洗富士夫経団連名誉会長
は，著書「日本を強くしなやかにjで，経済成長に資す
るインフラ整備の必要性を詳細に述べている 9)
また，前田裕之氏，松林薫氏編集，ニュースを読み解
く，やさしい経済学(日本経済新聞紙面 2013/4/24)で
「国土強靭化をはじめとする公共事業でも，実施したそ
の年の成長率は上がりますが，いわばカンフル剤で、す.
具体的には，企業が新技術の開発や生産設備の拡大に積
極的に投資できる環境を整え，仕事をしたい人が働ける
ようにする方法を考えることになります」と述べている.
これらのように都市再生やインフラ整備は経済活動
の推進に不可欠であり，計画の完成が待たれるところで
ある.
2. 2 主要相場の推移と諸施策
これまで日本は，世界的には短期間で高度成長を遂げ，
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経済大国になり ，日本列島改造計画が推進されたかのよ
うに開発が展開されてきた.しかし平成バブルの崩壊後
の日本経済は，長期低迷を続け，一指標ではあるが，い
まだ日経平均株価を更新できずにいる.
図-1は， 日本の超高層建築がスタートした 1969年
(昭和 44年)以降の経済・建築に関係する各相場の推
移と都市再生関連政策が制定された時代の変遷を示す.
1991年(平成 3年)以降，市街地価格指標及び株価は
下落し建築工事に欠かせない異形棒鋼価格も平成 13年
頃まで同様に下落を続けた.円相場は，専門家が指摘す
る通り，株安イコーノレ円高基調を示す結果となる.その
後は株価，市街地価格指標及び異形棒鋼価格は上昇に転
じ，為替相場は円安ド、ル高を推移する.
2001年(平成 13年)政府は，緊急経済対策を発表し
た.バブル崩壊後における不動産市場なども低迷し本格
的な景気回復の遅れの懸念から，都市再生，土地の流動
化，金融・産業再生等の対策を喫緊の課題とし，今後の
日本経済成長の礎とまで位置づけられた重要政策とな
った.また， 21世紀型都市再生プロジェクトの推進等
が決定し，都市再生は，経済の再生に極めて重要な役割
を担っていると考えられる.
2008年(平成20年)には，池袋~渋谷に新線地下鉄
副都心線が全線開業した.また，同年，当初は短期間で
回復されるといわれたサブプライムローン問題は想像
を遥かに超えるリーマンショックとなり， 2012年後半
まで，再び円高と株安局面に入り，日本の経済は長引く
デフレ不況といわれる状況が続くことになる.
図-1 主要相場の推移と諸政策等
2. 3 都市再生関連政策の変遷
ここでは，四半世紀の諸政策の変遷を観ることとする.
- 昭和 62年(1987年) 第四次全国総合開発計画策定
》 自傑年IX'H12年(2000年) 基本目標多極分散国土の構築
》 時代背:!I:①人口、諸機能的東京 極集中、②円高不況、軍国際化
圃 平成元年(1989年) 大都市圏内の容積率の規制緩和、東京都策定の 7番目の副都心計
菌、臨海副都心の建設が始まる。完成時期は、 2016年。
・ 平成3年(1991年) パプノレ崩壊
・ 平成 10年(1998年) 五金総 <21世紀の国土のグランドデザイン」策定
> 目僚年IX， H22年(2010年)から H27年(2015年)
》基本目標 多軸型国土構造を目指す長期構坦 (50年程度先)実現の基礎づくり
》 時代背量 ①地球時代 侃掴国....摘.ーアジア回同醐、 ②人口融少 高齢化時It.③高度情報
化時代
・ 平成 13年(2001年) 緊急経音対策決定(第二次森内閣)、内閣に都市再生本部を設置
》環境・防民 国際競争化等の観点から 21世紀型都市再生プロジェクト町推進
・ 平成 14年(2002年) 都市再生特別措置法が制定される
>都市再生緊急整備地肢を指定、都市計画法、趨築基調糧法及び都市再開尭法も改正.
圃 平成 23年(2011年) 2月 都市再生基本方針が全面改訂 I資料次頁
・ 平成 25年(2013年) 緊急経済対策(第二次安倍内閣)
》 副都心計画の進捗@新宿、池袋、渋谷、上野 浅草、錦糸町亀戸、大崎、臨海
表-1都市再生関連政策の変遷
国土の利用，開発及び保全に関する総合的かっ基本的
な計画である全国総合開発計画は， 1962年(昭和37年)
に策定され，その後 1987年(昭和62年)には，第四次全
国総合開発計画が策定された。基本目標は，多極分散国
土の構築としている.策定された時代背景は表-1の通
り，①人口，諸機能の東京一極集中，②円高不況，③国
際化となっておりその目標年次は 2000年となっている
が，ある意味その問題は昨今も抱えている.
1998年(平成 10年)に策定された第五次全国総合開発
計画は， i21世紀の国土のグランドデザインj という名
称になり，開発という文字が消えることとなった.大西
隆 ・元国土審議会会長代理は，著書「個性ある中心都市
を育てよ(ニッポンこの 20年・日本経済新聞社)Jで「全
国総合開発計画は回全総がピークで玉全総はまったく
注目されなかった」と述べている 7)
2001年(平成 13年)4月に緊急経済対策が発表され，
その具体的施策のーっとして内閣に都市再生本部が設
置され，翌年には都市再生特別措置法が制定され， i都
市再生緊急整備地域」を指定した.キーワードは「民間」
でできることはすべて「民間」へとなっている.計画か
ら事業化まで長い年月を必要とする，現在進行している
副都心での大規模な再開発事業は，これらが後押してい
るものと考える.
都心への業務機能の分散の観点から，東京都が策定し
た副都心は 7ヶ所存在する.新宿，池袋，渋谷，上野 ・
浅草，錦糸町 ・亀戸，大崎， そして臨海副都心である.
都市再生にはもう一つ重要な役割がある.それは，国際
競争力の強化である.都市再生基本方針で「国の活力の
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源泉である都市について，その魅力と国際競争力を向上
させる都市再生を的確に推進するJとしている.
2013年の 「日本経済再生に向けた緊急経済対策」で
は事前防災・減災のための国士強靭化の推進，国際競争
力に資するインフラ整備等の諸施策を掲げ，実行のため
に「政策の基本哲学をこれまでのいわば縮小均衡の分配
政策から，成長と富の創出の好循環へと転換させるJと
している.
3.選択と集中によるインフラ整備
3. 1 都市再生基本方針全面改定の意義
2011年(平成23年)2月に都市再生基本方針が全面改
訂された.その背景は「①少子高齢化の進展に伴い今後
大都市においても人口減少と高齢化が進む.②国際的な
都市間競争が激化する中，大都市が新たな需要と雇用を
生み出す将来の成長が期待できる産業の育成等により
国際競争力を高めることが，低迷する経済再生の鍵とな
る」となっている.
移動できるエリアは，欧米の主要な都市では東京の2倍」
といわれている 5)
輸送時聞が短縮されれば，製品のコスト削減にも繋が
る.インフラは完成してはじめて期待される効果を提供
することから選択と集中により早期の完成が望まれる
ところである.
I 0 lUl開園の制帥の日率1;4ì~ . iI外国の諸島市でリ叫の環状通路聞が進んでいる
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図-2 諸外国の環状道路の整備状況
「出典:今後の高速道路のあり方検討有識者委員会」
ポイントは，これまでの大都市も地方都市も包括的・ 4.都市づくり政策
戦略的な計画から 「選択と集中」のコンセプトのもと集 4. 1 特定都市再生緊急整備地域の指定
中的支援とし，都市の拡張は止め，よりコンパクトな都 都市再生特別措置法の改正で，特定都市再生緊急整備
市の実現への見直しにある.このことは前頁2.3で大西 地域制度の創設等がなされた.国土交通省は，民間の活
隆氏が述べている「個性ある中心都市を育てよJ7)での 力を中心とした都市再生施策の中で「昨今の成長が著し
指摘が参考になる. いアジア諸国の都市と比較し我が国都市の国際競争力
3. 2 首都圏環状道路の役割と整備状況
首都圏には，首都圏中央連絡自動車道(圏央道)，東京
外郭環状道路(外環道)，首都高速中央環状線(中央環状
線)の3本の環状線が計画され一部は供用開始している.
環状道路は，放射幹線道路と接続することで交通の分
散化が図られ移動時間の短縮に繋がり ，また，交通混雑
が緩和され，環境改善，経済効率の向上など，多くの効
果が期待されている.しかし，首都圏の環状道路の整備
率は諸外国と比べると低い.
図-2より台頭著しい新興企業を多く抱える中国や
韓国の首都の環状道路の整備率は実に 100弘となってい
る.一方，日本のそれは約 50切である.このような環状
道路の整備率の差異により， I都市の中心から 1時間で
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が相対的に低下している中，国全体の成長をけん引する
大都市について，官民が連携して市街地の整備を強力に
推進し，海外から企業・人達を呼び込むことができるよ
うな魅力ある都市拠点を形成することが，重要な課題」
とし，都市の国際競争力の強化を図る上で特に有効な地
域を「特定都市再生緊急整備地域」に指定し，東京都で
は，①都心臨海地域，②新宿駅周辺，③渋谷駅周辺，④
品川|駅周辺の4地域となる自)東京都はこの特定都市再
生緊急整備地域の制度を活用した国際競争力の一層の
強化を推進している 6)
①都心臨海地域の一例として， 日刊建設工業新聞
(2013/3/1)によれば東京の玄関口 「京橋はもともと一つ
一つの区画が小さい.地権者が多く権利関係が複雑で再
開発が進みにくかった.政府が 2002年(平成 14年)に
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京橋地区を都市再生緊急整備地域に指定，ビルの容積拡
大や規制優遇などに後押しされ，再開発が一斉にスター
トした」とある.このように官民連携ともいえる成果が
でている.
4. 2 都市再生特別地区について
都市再生特別措置法により創設された新たな都市計
画特例の制度である都市再生特別地区の運用について，
東京都では既存の用途地域等に基づく用途，容積率等の
規制を適用除外とした上で，自由度の高い計画を定める
ことができる都市計画制度としている.事業者の創意工
夫を最大限に発揮するため，事業者提案を基本とし，ま
た，審査手順の迅速化を謡っている 10) これにより実現
する各種事業により都市の国際競争力の一層の強化の
推進に期待がかかっている.
5.渋谷駅周辺再開発事業
5. 1 渋谷ヒカリエ
渋谷は8線の鉄道路線が乗り入れる大型の交通拠点
となり，鉄道路線の増加や施設の増改築により渋谷駅は
複雑化してきた.2005年，渋谷駅周辺が「都市再生緊
急整備地域」に政令で指定され， 2007年には渋谷区が
同エリア内の渋谷駅東側を渋谷駅東口地区地区計画と
して決定.そして翌2008年(平成20年)，渋谷ヒカリエ
の建設敷地が渋谷二丁目 21地区として，東京都より都
市再生特別地区に指定され，渋谷の更なる発展と利用者
にとっての利便性の向上を目指し都市基盤を根底から
作り直すことを目的とする渋谷駅周辺大規模再開発事
業が推進されている. i渋谷ヒカリエ」はその先駆けと
し， 2009年(平成21年)に新築工事に着手， 2012年(平
成 24年)4月に竣工し，開業の運びとなる.図 3は，
上棟時の写真と工事記録の一部を紹介する東急建設
2012年3月期事業報告書の一頁である.
岨街が変 わる、
人の流れが変 わる
'"醤ヒヵυl:J?いに・工 、.
図-3 左写真:鉄骨建方完了(2011年3月)，
右写真:右上，全景.右下，地上 11Fスカイロビー ・シア
ターオーブ‘のエントランス.
5. 2 渋谷駅周辺再開発事業が始動
東京都の「国際競争力や都市の機能の向上につながる
民間プロジェクトの重点的な誘導を図る」とした施策が
実現に向け，いよいよ本格化しよ うとしている.図-4
は，都市再生緊急整備地域と渋谷再開発概要因を示す.
図-4 都市再生緊急整備地域と渋谷再開発概要因
出典:日本経済新聞 電子版 i16年かけて大改造中，渋谷
の駅と広場の未来像(資料:渋谷区の資料を基に日経アー
キテクチュアが作成)2012/7/26 6:30 J 
2013年3月16日，埼玉西南部と横浜方面を結ぶ首都圏
の広域鉄道ネットワークは，一夜にして線路の切り替え
が行われた渋谷駅~代官山駅間の地下化工事によって
誕生し，東急東横線と東京メトロ副都心線の相互直通運
転が開始された.その波及効果は計り知れないものがあ
る.地上2階にあった東急東横線渋谷駅は，地下5階の
7-
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副都心線渋谷駅に引越し，跡地は「渋谷駅南街区フ。ロジ
ェクト」が計画されている.計画建物は，庖舗，ホテル
などを用途とする地上33階建(図 4③)としている.
「渋谷駅街区」は渋谷の新しいシンボルとなるもので
]R渋谷駅上に東棟，中央棟，西棟からなる駅ビルに生ま
れ変わる(図 4⑦) .中央棟は地下7階地上46階，高
さ約230mと渋谷ヒカリエよりも高くなる r道玄坂一丁
目駅前地区」は，渋谷駅西口に位置し産業や都市型観光
の拠点とする地下5階地上17階の建物が計画されてい
る(図-4④).このほか，土地区画整理事業(図-4
⑥) ，鉄道改良事業では東京メトロ銀座線渋谷駅の移設
工事， ]R埼京線ホームの山手線との並列化，パスターミ
ナルの再配置，道路・歩行者空間の拡充等が並行して進
められる計画とされている. (公表概要より)
図-5 渋谷駅周辺地区における
都市計画3事業の完成イメージ図
出典 r東急建設側2013年3月期事業報告，渋谷レポート」
6.おわりに
東日本大震災の発生は，ある意味あらためて我々の生
活を支えるインフラの重要性を再認識させられること
になった.最近も，今後も発生が予見される大震災や洪
水等の災害に対する注意の喚起が度々なされている.耐
震等の防災対策に加え，老朽化への保全対応も求められ
ている.限られた予算からインフラ整備には優先順位が
必要となる.民間資金の活用手法は今後益々重要になる
と考える.
渋谷駅周辺地区再開発の取組として，東京都によれば，
備蓄倉庫の設置や災害時帰宅困難者対策の誘導，都市型
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水害に備えた雨水貯留槽整備等の対策 6)の推進がなさ
れている.
「日本経済再生に向けた緊急経済対策(2013年 l月)J 
においては 2)，さらに踏み込む形で，事前防災・減災の
ための国土強靭化の推進を施策としている.都市再生特
別措置法の改正で創設された新たな特定都市再生緊急
整備地域の制度を活用した同地域の都市再生は取りも
直さず国際競争力強化に資する街に変貌するものと期
待されている.
とりわけ渋谷駅周辺再開発は，時代の変化と将来を見
据え，今後十数年にわたる都市再生事業が始動する.事
業が完成し，日本はもとより世界的に魅力ある商業，業
務，文化などの充実に加え，防災，環境配慮型の未来型
都市に生まれ変わることに期待してやまない.
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